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標準的な記載例（新旧対照表）（案） 


 


新 旧 


標準的な記載例 


 


【記載例】  


 


独立行政法人○○ 令和○年度事業報告書 


 


４．中期目標  


 （１）概要 


（２）一定の事業等のまとまりごとの目標  


当法人は、中期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセ


グメント情報を開示しています。  


具体的な区分名及び区分ごとの目標は、以下のとおりです。  


ⅰ ・・・・  


  （一定の事業等のまとまりごとの目標概要を記載） 


ⅱ ・・・・  


（一定の事業等のまとまりごとの目標概要を記載） 


 


（記載上の留意点） 
・ 具体的な区分名だけでなく、一定の事業等のまとまりごとに目標の概要


を説明する。 
・ 一定の事業等のまとまりごとの区分と勘定の関係を追記してもよい。 


 


６．中期計画及び年度計画  


 


 


標準的な記載例 


 


【記載例】  


 


独立行政法人○○ 平成○年度事業報告書 


 


４．中期目標  


 （１）概要 


（２）一定の事業等のまとまりごとの目標  


当法人は、中期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセ


グメント情報を開示しています。  


具体的な区分名は、以下のとおりです。  


ⅰ ・・・・  


    （新設） 


ⅱ ・・・・  


    （新設） 


 


（新設） 


 


 


 


 


 


６．中期計画及び年度計画  


当法人は、中期目標を達成するための中期計画と当該計画に基づく年度計画を


作成しています。  


資料５－２ 
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（記載上の留意事項）  


・ 中期目標において設定された一定の事業等のまとまりごとの区分を踏ま


えて記載する。  


・ 中期計画については中期目標の重要度等を踏まえて簡潔に説明し、年度


計画については中期目標の優先度等を踏まえて簡潔に説明する。独立行政


法人が業務の実績の評価にあたり、評価比率やウエイト付けを活用してい


る場合には、これらを活用した簡潔な説明としても良い。 


・ 詳細については、中期計画及び年度計画を参照すべき旨、記載する。  


・ 計画を変更した場合には、変更後の計画に基づき記載するとともに、変


中期計画と当事業年度に係る年度計画との関係は以下のとおりです。 


  


中期計画 年度計画 


Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 


 ⅰ 一定の事業等のまとまりごとの区分名を記載する 


① 項目名を記載する 


   重要度等を踏まえた計画を簡
潔に記載する（以下、同様） 


   優先度等を踏まえた計画を簡
潔に記載する（以下、同様） 


   ・・・・    ・・・・ 


② 項目名を記載する 


   ・・・・    ・・・・ 


 ⅱ 一定の事業等のまとまりごとの区分名を記載する 


① 項目名を記載する 


   ・・・・    ・・・・ 


Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 


① 項目名を記載する 


   ・・・・    ・・・・ 


Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 


① 項目名を記載する 


   ・・・・    ・・・・ 


Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 


① 項目名を記載する 


   ・・・・    ・・・・ 


 


（記載上の留意事項）  


・ 中期目標において設定された一定の事業等のまとまりごとの区分を踏ま


えて記載する。  


・ 中期計画については中期目標の重要度等を踏まえて簡潔に説明し、年度


計画については中期目標の優先度等を踏まえて簡潔に説明する。独立行政


法人が業務の実績の評価にあたり、評価比率やウエイト付けを活用してい


る場合には、これらを活用した簡潔な説明としても良い。  


・ 詳細については、中期計画及び年度計画を参照すべき旨、記載する。  


・ 計画を変更した場合には、変更後の計画に基づき記載する。  
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更の理由を簡潔に説明する。  


 


７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉  


（１）ガバナンスの状況 


（２）役員等の状況  


①役員の状況 


②会計監査人の氏名または名称及び報酬  


    会計監査人は○○監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と同一


のネットワークに属する者に対する、当事業年度の当法人及び連結対象とし


た特定関連会社の監査証明業務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬


の額は、それぞれXX百万円及びXX百万円です。 


 


（記載上の留意事項）  


・ 会計監査人の監査を要しない独立行政法人の場合には、その旨を記載す


る。 


・ 法人及び連結の範囲に含まれる特定関連会社が、会計監査人及び当該監


査法人と同一のネットワークに属する者に対して支払った、又は支払うべ


き監査報酬及び監査以外の業務（非監査業務）に対する報酬の額を記載す


る。 


・ 報酬関連情報は、日本公認会計士協会の倫理規則において開示が求めら


れている。当該倫理規則が求める情報を監査業務の依頼人（独立行政法人）


が開示しない場合には、会計監査人が監査報告書上で開示する旨、当該倫


理規則で求められている。具体的な報酬関連情報の記載内容については、


事前に会計監査人と協議する事が望ましい。 


 


（３）職員の状況 


常勤職員は令和○年度末現在△△人（前期比○人減少、○％減）であり、


平均年齢は○歳（前期末△歳）となっている。このうち、国等からの出向者


 


 


７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉  


（１）ガバナンスの状況 


（２）役員等の状況  


①役員の状況 


②会計監査人の氏名または名称 


 ○○監査法人 


 


 


 


 


（記載上の留意事項）  


・ 会計監査人の監査を要しない独立行政法人の場合には、その旨を記載す


る。 


（新設） 


 


 


 


（新設） 


 


 


 


 


 


（３）職員の状況 


常勤職員は平成○年度末現在△△人（前期比○人減少、○％減）であり、


平均年齢は○歳（前期末△歳）となっている。このうち、国等からの出向者
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は△人、民間からの出向者は●人、令和○年３月31日退職者は▲人です。 


 


（記載上の留意事項） 
・ 女性管理職割合、男女の賃金の差異、男女別の育児休業取得率など、女


性活躍推進法や育児・介護休業法に基づき公表している指標のうち、法人


が重視している指標について記載する。 
 


（４）重要な施設等の整備等の状況 


（５）純資産の状況 


（６）財源の状況 


（７）サステナビリティに関する方針及び取組の概要 


 


 


 


（記載上の留意事項） 
・ 社会及び環境への配慮の状況、SDGｓへの対応状況など、サステナビリ


ティについての法人の考え方・対応方針、取組の概要について説明する。 
・ 環境報告書の公表が予定されている場合には、その旨を記載する。 


 


（８）法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉 


 


（記載上の留意事項） 
・ 法人の強みや基盤を維持・創出する上で欠かすことのできない資産や技


術、情報や人的資本等について簡潔に説明する。 
・ 人的資本については、人的資本に関する方針と取組の概要について簡潔


に説明する。 
 


８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策  


（１）リスク管理の状況 


は△人、民間からの出向者は●人、平成○年３月31日退職者は▲人です。 


 


（新設） 


 


 


 


 


（４）重要な施設等の整備等の状況 


（４）純資産の状況 


（５）財源の状況 


（６）社会及び環境への配慮等の状況  


当法人は、社会及び環境への配慮の方針として、○○を定めており、△△


の取組みをすることとしています。 


 


（記載上の留意事項） 


（新設） 


 


・ 環境報告書の公表が予定されている場合には、その旨を記載する。  


 


（新設） 


 


 


 


 


 


 


 


８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策  


（１）リスク管理の状況 
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（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 


 


（記載上の留意事項）  


・ 法人が識別している主要な業務運営上の課題・リスク及びその対応策に


ついて簡潔に説明する（サステナビリティに関するものも含む）。 


 


・ 情報流出などの全ての法人で共通して発生する課題・リスクだけでなく、


各法人の目標の達成を阻害する課題・リスク及びその対応策についても説


明する。 


・ 業務実績等報告書に業務運営上の課題（又は業務運営上のリスク）に関


する情報を記載する場合（又は記載していた場合）には、これらの情報も


活用して簡潔に説明する。  


・ 詳細については、業務実績等報告書又は業務方法書等を参照すべき旨、


記載する。 


 


１０．業務の成果と使用した資源との対比 


（１）当事業年度の主な業務成果・業務実績 
 


（記載上の留意事項） 
・ 当事業年度の業務成果や業務実績の概要を説明する。 
・ 過去の業務の結果として当事業年度に実現したアウトカムについて記載


してもよい。 
 


（２）自己評価 


（３）当中期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 


 


（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 


 


（記載上の留意事項）  


・ 業務方法書に記載した内部統制システムの整備に関する事項のうち、リ


スクの評価と対応等に基づき法人が識別している主要な業務運営上の課


題・リスク及びその対応策について簡潔に説明する。 


（新設）  


 


 


・ また、業務実績等報告書に業務運営上の課題（又は業務運営上のリスク）


に関する情報を記載する場合（又は記載していた場合）には、これらの情


報も活用して簡潔に説明する。  


・ 詳細については、業務実績等報告書又は業務方法書等を参照すべき旨、


記載する。  


 


１０．業務の成果と使用した資源との対比 


 （新設） 


 


 


 


 


 


 


（１）自己評価 


（２）当中期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 


 


 






